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「創業活動確認申請書」
を作成

創業活動確認の申請

受付・創業活動確認

②「創業活動確認証明書」
交付

「在留資格認定証
明書」の交付申請

在留資格認定証明書
交付申請にかかる必
要書類を作成

「在留資格認定証明書」
交付申請に係る審査

審査

入国手続

日本上陸

入国審査官による審査
在留資格「経営・管理」・期間（6月）の決定

入国審査・在留資格決定

創業支援・進捗確認等

創業活動

・6か月以内の創業準備活動
・進捗状況を市へ報告（毎月）

③申請

④交付

⑤入国手続

⑥上陸報告

⑦-1
進捗確認

⑦-2
進捗報告

⑨申請

審査

在留期間の
更新を審査

新潟市で創業！メリット
①株式会社等を設立する際の登記に
かかる登録免許税が軽減（条件により）
②事業所賃借料を補助（条件により）

①申請

起業準備から各種手続き、創業補助
金相談、また、起業後の経営相談ま
でトータルにサポート

事業計画を確認
国際的な経済活動の拠点形成につながるか
実現性があり、継続的・安定的に営まれる可
能性が十分に認められるか

6月以内に、本来の在留資格の要件を満たす
事業規模を具備できるか

意見聴取
中小企業診断士等


